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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項  該当なし 

（２）監査意見 

監 査 意 見           処  理  状  況  等 

〇補助金交付要綱について  

 補助金の交付事務について、補助事

業所管課へ規則をはじめとする制度の

理解を徹底し、個々の補助金交付要綱

などの作成において、手順や様式等必

要かつ十分な内容が定められるよう配

慮されたい。  

また、建設工事等を対象とする補助

金については、補助事業者に対して完

了検査を実施すること（ただし書の適

用により検査を行う必要がないと認め

たときはその旨）を確実に伝えるとと

もに、完了検査のあり方をあらかじめ

想定して補助金交付要綱を調整するよ

う徹底されたい。  

１  補 助 金 交 付 事 務 に 係 る 手 順 や 様 式  

平 成 30年 ４ 月 に 補 助 金 交 付 申 請 か ら 完 了

実 績 報 告 ま で の 事 務 の 流 れ を 記 載 す る 「 交

付 手 続 き の 流 れ 」 、 申 請 時 ・ 実 績 報 告 時 に

必 要 と な る 書 類 の 「 チ ェ ッ ク リ ス ト 」 の ひ

な 型 及 び 補 助 金 事 務 に 係 る 不 適 正 事 例 の 留

意 点 と 対 応 策 を ま と め た 事 例 集 を 作 成 し 、

全 庁 に 周 知 し た 。 ま た 、 同 年 ５ 月 に は 会 計

事 務 研 修 の 中 で 補 助 金 事 務 に つ い て 上 記 事

例 集 の 内 容 を 中 心 に 留 意 事 項 等 の 研 修 を 行

っ た 。  

２  建 設 工 事 を 対 象 と す る 補 助 事 業 に 係 る

完 了 検 査  

補 助 事 業 者 の 負 担 軽 減 及 び 事 務 の 簡 素 化

の 観 点 か ら 着 手 届 及 び 完 了 届 に 係 る 手 続 き

を 廃 止 し た 。  

規 則 改 正 後 、 改 正 内 容 の ほ か 、 １ の 補 助

金 事 務 の 適 正 処 理 に つ い て も あ わ せ て 周 知

し た 。  

 

（３）決算審査意見   

決 算 審 査 意 見 処  理  状  況  等 

〇県 財 政 の 健 全 化 に つ い て  

 厳 し さ を 増 す 本 県 の 財 政 状 況 を 踏

ま え 、 こ れ ま で 以 上 に 財 源 確 保 に 万

全 を 期 す と と も に 、 県 民 ニ ー ズ を 常

に 把 握 し な が ら 事 業 内 容 を 精 査 す る

な ど 、 歳 入 歳 出 両 面 に わ た っ て 徹 底

し た 見 直 し を 行 い 、 最 小 経 費 で 最 大

効 果 が 得 ら れ る よ う 健 全 財 政 の 構 築

に 向 け て 、 な お 一 層 取 り 組 ま れ た い

。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度当初予算編成において、徹底し

た事業の見直しや財源確保に取り組み、ＴＰ

Ｐ協定発効を踏まえた農林水産業の競争力強

化、国土強靭化に向けた防災・減災対策、幼

児教育・保育無償化への対応、外国人材の受

入れ・共生の推進、鳥取西道路開通や「みど

りの愛護」のつどいを契機とした地域活性化

、未来を担う人材の育成など、本県を取り巻

く情勢の変化に機敏に対応するために必要不

可欠な施策について積極的に予算計上し重点

化を行った。  

 なお、近年の県財政については、臨時財政

対策債を含めた実質的な地方交付税は大幅に

減額されるとともに、社会保障費などの義務

的経費の増加と相まって予算編成における制

約をさらに高め、引き続き厳しい財政状況が

続いている。  

このような状況にあっても、財政運営に関

する県民との約束である「財政誘導目標」に

ついて、これまで 12年間にわたり未来への積

極的な投資と財政健全化の二兎を追うやりく
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＜財政誘導目標（ H27～ H30）＞  

 

 

 

 

＜財政誘導目標（ R1～ R4）＞  

 

 

りと努力の結果、すべて目標を達成した。  

 また、令和元年６月には、令和４年度まで

の新たな財政誘導目標を設定し、これまでの

財政誘導目標により実現した財政健全化の水

準を維持することとした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況  該当なし 

 

 

 

財政指標 結果 数値目標
財政調整型基金残高 　　３１０億円 ３００億円（３０年度末）
実質的な借入金残高 ２，９９６億円 ３，０００億円以下（３０年度末）
プライマリーバランス 　５０億円黒字 当初予算編成時での黒字化
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３ 組織及び業務調べ 

課   名 係（担当）名 課 の 主 な 所 掌 事 務 

財 政 課 元気づくり総本部（元気づくり推進

局、東部振興監除く）・総務部・県

議会事務局担当 

（１）県議会に関すること。 

（２）予算その他財政に関すること。 

（３）県に係る地方交付税に関すること。 

（４）公社・事業団関係業務の総合調整に

関すること。（財政に関することに

限る。） 

 

元気づくり総本部（元気づくり推進

局・東部振興監）・地域振興部・文

化観光局・会計管理者担当 

福祉保健部・病院局担当 

危機管理局・生活環境部担当 

商工労働部・警察本部・企業局担当 

農林水産部（水産振興局除く）担当 

県土整備部・農林水産部（水産振興

局）担当 

教育委員会・監査委員・人事委員会

・労働委員会担当 

 

 

４ 職員の定員、現員調べ 

                                                                          

          種 別 

  

 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 備      考 

 

 

R1.4.1 

現 在 

30.4.1 

現 在 

R1.4.1 

現 在 

30.4.1 

現 在 

R1.4.1 

現 在 

30.4.1 

現 在 

R1.4.1 

現 在 

30.4.1 

現 在 

定   員  ２０  ２０  ０  ０  ０  ０  ２０  ２０   

現   員  
（１） 

１８  

（１） 

１８  

（０） 

２  

（０） 

２  

（０） 

０  

（０） 

０  

（１） 

２０  

（１） 

２０  

技 術 職 員 :土 木

技 師 (１ )、 建 築

技 師 (１ ) 

併任職員 +１（

本務：警察本部

）  

過不足(△)
 

△２  △２  ＋２  ＋２  ０  ０  ０  ０   

臨時職員  ０  ０  ０  ０  ０  ０  ０  ０   

非常勤職員
 

１  １  ０  ０  ０  ０  １  １  事 務 補 助  

 

 

５ 役付職員の調べ 

                                                               （令和元年９月１日現在）   

職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考 

 

財政課長  

 

塗師木太一  

     年 

 ０  

     月 

 ５  

 

課長補佐  林公彰   ０   ５   

総括主計員  古 曵 正 道   ０   ５   
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６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

予算編成（財政管理費）  15,012 363 15 14,634 

鳥取元気プロジェクト －  

元気づくり総合戦略 －  

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

県経済等の動向に機敏に対応しながら元気な鳥取県を創り出していくため、機動的な財政運営を推

進していく。 

 

（イ）事業の実施状況 

決算審査特別委員会からの指摘事項等を踏まえ、事業全般にわたって内容を精査し、最少

の経費で最大の効果を上げるよう配慮するとともに、「鳥取発・政策主導型予算編成システ

ム」により、県民、関係機関等との議論を含めた検討の期間を確保して施策内容を練り上げ

た。 

  

イ 平成３０年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

サマーレビューを含む事務事業見直しの実施により、令和元年度当初予算において93.2億

円の経費削減を行うことができた。 

また、全庁的な当初予算調整業務の省力化を図るため、令和元年度当初予算において一定

の基準を満たした一般事業（公共事業を除く）については、予算編成作業を効率化したこと

や、同様の事業の統合を進めることにより、時間外勤務の削減を図ることができた。 

 

ウ 成果及び効果 

財政運営に関する県民との約束である「財政誘導目標」について、基金残高は目標の３００億円以

上を確保しつつ、実質的な借入金残高も目標の３，０００億円以下を達成するとともに、当初予算編

成時の目標であるプライマリーバランスについて、黒字を達成することができた。 

                   

エ 課 題 

前年度より縮小したものの、連年の交付税削減の影響等で令和元度当初予算においても歳

入不足が生じ、財政調整型基金の取り崩し９億円を見込まざるを得なかった。引き続き、よ

り効果的・効率的な事業実施のための不断の見直しや、財源確保に向けた全国知事会、他県

と連携した国への提案、要望活動を行う必要がある。 
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８　事業別実施状況調べ
〔一般会計〕 (単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支出済額
翌年度
繰越額

差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（一般管理費） (211,215,000) (80,000,000)

（事業内容）

災害復興調整費 76,204,539 0 0 76,204,539
平成３０年７月豪雨に係る災害復
旧・復興支援等の事業の円滑な推進
を図るための予備的経費。

一般的調整事務経費
の予備枠

95,435,944 0 0 95,435,944

※赴任旅費 378,406 378,406 0 0

地方公営企業繰出金 4,268,203 4,268,203 0 0
企業局職員に係る児童手当給付及び
基礎年金拠出金負担金に要する経費
の企業会計への繰出金である。

目　　　　計 100,082,553 76,204,539 4,646,609 0 171,640,483

（財政管理費）

(主)財政運営費 15,278,000 15,012,695 265,305

目　　　　計 15,278,000 15,012,695 0 265,305

（財政調整基金費） （事業内容）

財政調整基金費 4,745,000 △ 4,218,000 526,314 0 686 運用利息について積立を行った。

目　　　　計 4,745,000 △ 4,218,000 526,314 0 686

（諸費） (30,000,000)
（配当替）

償還金 10,549,502 6,738,900 0 3,810,602

目　　　　計 10,549,502 6,738,900 0 3,810,602

（減債基金費） （事業内容）

減債基金費 102,148,000 △ 13,199,000 87,131,032 0 1,817,968
運用利息について積立を行った。

目　　　　計 102,148,000 △ 13,199,000 87,131,032 0 1,817,968

（防災総務費） （事業内容）

鳥取県原子力防災対
策基金事業

74,881 74,881 0 0
運用利息について積立を行った。

目　　　　計 74,881 0 74,881 0 0

（利子） （事業内容）

一時借入金利子 5,169,000 △ 4,096,000 793,246 0 279,754
基金の繰替運用に係る利子の支払い
を行った。

目　　　　計 5,169,000 △ 4,096,000 793,246 0 279,754

標準事務費の予備枠。

（所管替配当先）
総務部、元気づくり総本部、危機管
理局、議会事務局、地域振興部、商
工労働部、中部地震復興本部、農林
水産部、観光交流局、福祉保健部、
生活環境部、警察本部で執行

県土整備部、生活環境部、農林水産
部、危機管理局

（不用額）
過年度の国庫補助金返還等に対応す
るため、各課に配当を行うための予
算であり、結果的に左記の不用額が
生じた。
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（公債管理特別会計繰出金） （事業内容）

公債管理特別会計繰
出金

62,394,703,000 △ 180,963,000 62,210,972,349 0 2,767,651

公債管理特別会計への繰出金であ
る。

目　　　　計 62,394,703,000 △ 180,963,000 62,210,972,349 0 2,767,651

（予備費） (150,000,000)

予備費 130,046,000 0 0 130,046,000

（事業内容・不用額）

予算計上していない臨時的、突発的
事業について、緊急に対応する必要
がある場合において機動的な対応を
図るための経費であり、結果的に左
記の不用額が生じた。

目　　　　計 130,046,000 0 0 0 130,046,000

(62,913,332,881) (△ 122,476,000)

合　　　　計 62,762,795,936 △ 126,271,461 62,325,896,026 0 310,628,449

※上段（　）書きは全体予算額、下段は配当残額である。

（配当替分）
生活環境部、農林水産部で執行
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1,
31
9,
58
3,
80
0 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

0 
0 

  
 

本
庁
執
行

分
計
（

目
）

 
41
8 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

0 
0 

 
 

 

出
納
機
関

執
行
分

計
（
目

）
 

 
 

0
 

0
 

0 
0 

 
 

 

目
 
計

 
 
 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

0 
0 

 
 

 

合
 
計

 
 
 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

1,
31
9,
58
3,
80
0 

0 
0 

 
 

 

 （
７
）
現
金
の
取
扱
状
況
 
 
該
当
な
し
 

１
３

 
税

外
収

入
未

済
額

調
べ

 
 

該
当

な
し

 

１
４

 
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
り

組
み

状
況

調
べ

 
 

該
当

な
し

 

１
５

 
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

 
該

当
な

し
 

１
６

 
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

 
 

該
当

な
し
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１
７

 
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

及
び

委
託

料
支

出
状

況
調

べ
 

（
１

）
負

担
金

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位

：
円

）
 

予
算
科
目
 

（
目
）
 

予
算
額
 

 

区
分
 

 

負
担
金
の
名
称
 

 

支
 
出
 
先
 

 

負
担
率
 

 

支
出
年
月
日
 

 

支
 出

 金
 額

 

 

支
出
の
根
拠
法
令
名
等
 

(規
約
、
要
領
等
を
含
む
) 

備
 
 
 
考
 

 

新
規

以
外

の

も
の

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

1
,
1
4
0
,
0
0
0
 
 
 

 

 

本
庁
執
行
分
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
,
1
4
0
,
0
0
0
 

 
 

 

出
納
機
関
執
行
分
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

0
 

 
 

 

目
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
,
1
4
0
,
0
0
0
 

 
 

 

合
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
,
1
4
0
,
0
0
0
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（２）補助金  

     予算科目（一般管理費） 

① 国 補 分  該当なし 

② 単 県 分 

                                              （単位：円） 

補助金等の名称 

(補助金の創設

年度) 

 

交付先 

 

 

 

 

 

間 

接 

 

 

 

補助対象経費 

 

 

実施計画承認      

又は内示年月日       

着 手 

年月日 

額の確定 

年月日 

支 出 の 状 況 

 

 

備考 

 

 

 

 

交 付 申 請 

年  月   日 

完 了 

年月日 

検   査 

年 月 日 

概算払 

精算払 

の別 

 

 

支  出 

年月日 

 

 

金    額 

 

 

事 業 の 内 容 

 

 

補 助 率 及 び       

補 助 金 額      

 

交 付 決 定 

年  月   日 

実績報告    

年月日   

審査･現地

調 査 年 月

日 

平成30年度鳥取

県営電気事業会

計、鳥取県営工

業用水道事業会

計及び鳥取県営

埋立事業会計に

対する一般会計

からの補助 

（平成30年度） 

企業局 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用水道事業

及び埋立事業の

職員の基礎年金

拠出金及び企業

局職員の児童手

当 

 

－ － 31.4.11 精算払 

 

 

 

31.4.24 4,268,203  

  30.6.19 － 

 

－ 

 

    

平成30年度工業

用水道事業及び

埋立事業の職員

の基礎年金拠出

金に係る公的負

担に要する経費

及び企業局の児

童手当等経費に

関する一般会計

からの補助 

 

  【基礎年金拠出金】

経常収支の不足額

を生じている事業

（平成28年度分）

又は繰越欠損金が

ある事業（平成29

年度分）の職員に

係るものの10/10 

【児童手当】 

１ ３歳未満(３に

掲げる経費を除く

。)：補助率8/15 

２ ３歳以上中学

校修了前(３に掲げ

る経費を除く。)：

補助率10/10 

３ 児童手当法附

則第２条に規定す

る給付に要する経

費：補助率10/10 

4,268,203 

30.7.2 

 

31.4.8 

 

31.4.11     

本庁執行分計                     4,268,203  

出納機関執行分計                       0  

単 県 分 計               4,268,203  

表の補足説明       

 

１  「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。 

２  翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（  ）書きは補助金相当額である。 
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（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）  該当なし 

（３）交付金        該当なし 
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（

４
）

委
 

託
 

料
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位

：
円

）
 

予
 算

 科
 目

 

（
目
）
 

    

国
補
 

単
県
 

の
別
 

   

委
託
料
の
名
称
 

     

 委
託
契
約
の
 

 相
手
方
 

    

当
 
 
初
 
 
契
 
 
約
 

入
札
等
 

年
月
日
 

(契
約
保
証
金
納

付
等
年
月
日
) 

完
  
  
了
 

年
 月

 日
 

 

支
  
出
  
の
  
状
  
況

 
 

備
  

考
 

    

予
定
価
格
 

 

(契
 約

 年
 月

 日
) 

契
 約

 額
 

契
 
約
 

期
 
間
 

 

支
出
 

区
分
 

  

 

支
  
出
 

年
月
日
 

  

 

金
  
  

額
 

   

変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )
 

履
行

検

査
年

月

日
 

  

(契
 約

 年
 月

 日
) 

契
 約

 額
 

契
 
約
 

期
 
間
 

契
約
形
態
 

 

財
政

管
理

費
 

   

単 県
 

  

地
方

行
財

政

調
査

委
託

 

  

一
般

社
団

法

人
地

方
行

財

政
調

査
会

 

 

1
,
6
2
3
,
8
8
8
 

（
30
.4
.1
）
 

1
,
6
2
3
,
8
8
8
 

30
.4
.1
 

～
 

31
.3
.3
1 

30
.
3.
2
6
 

（
免
除
）
 

 

30
.
6.
3
0
 

外
 

精 算
 

   

30
.
7.
2
3
 

30
.
10
.
17
 

31
.
1.
1
6
 

3
1
.
4
.
2
2
 

 

4
0
5
,
9
7
2
 

4
0
5
,
9
7
2
 

4
0
5
,
9
7
2
 

4
0
5
,
9
7
2
  

随
意

契
約

理
由

：
 

中
央

官
庁

、
各

都

道
府

県
等

か
ら

県

政
の

参
考

と
な

る

情
報

、
資

料
を

提

供
し

て
も

ら
う

事

を
内

容
と

し
た

委

託
契

約
で

あ
り

、

こ
の

よ
う

な
調

査

を
行

う
も

の
と

し

て
他

に
適

当
な

者

が
い

な
い

た
め

。
 

  

（
 
 
 
）
 

 

～
 

 

随
 

 

30
.
7.
9
 

外
 

平
成

３
０

年

度
鳥

取
県

地

方
公

会
計

財

務
書

類
等

作

成
支

援
 
 

 

税
理

士
法

人
長

谷
川

会
計

 

2
,
2
6
8
,
0
0
0
 

（
30
.4
.1
）
 

2
,
2
6
8
,
0
0
0
 

30
.4
.1
 

～
 

31
.3
.3
1 

30
.
3.
2
6
 

（
免
除
）
 

 

31
.
3.
3
1
 
精 算

 

3
1
.
4
.
2
2
 
2
,
2
6
8
,
0
0
0
 
 

  

（
 
 
 
）
 

 

～
 

 

指
名

競
争

入
札
 

 

3
1
.
4
.
1
 

平
成

３
０

年

度
地

方
公

会

計
シ

ス
テ

ム

保
守

委
託

 

税
理

士
法

人
長

谷
川

会
計

 

1
,
4
5
8
,
0
0
0
 

（
30
.2
.1
5）

 

1
,
4
5
8
,
0
0
0
 

30
.4
.1
 

～
 

31
.3
.3
1 

30
.
3.
2
6
 

（
免
除
）
 

 

31
.
3.
3
1
 
 

3
1
.
4
.
2
2
 
1
,
4
5
8
,
0
0
0
 
随

意
契

約
理

由
:
 

当
該

シ
ス

テ
ム

は
、

シ
ス

テ
ム

導
入

業
者

以
外

の
者

(
メ

ー
カ

ー

と
の

直
接

契
約

を
含

む
。

)
と

の

契
約

が
メ

ー
カ

ー
に

よ
り

認
め

ら
れ

て
い

な
い

た
め

。
 

  

（
 
 
 
）
 

 

～
 

 

随
 

 

3
1
.
4
.
1
 

上
記
の
外
、
予
定
価

格
が
25
0
万
円
未
満

の
も
の
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

9
9
3
,
6
0
0
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本
庁
執
行
分
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
,
3
4
3
,
4
8
8
 

 

出
納
機
関
執
行
分
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

0
 

 

目
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
,
3
4
3
,
4
8
8
 
 

合
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
,
3
4
3
,
4
8
8
 

 

 （
４
－
２
）
委
託
料
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）
 
該
当
な
し
 

 １
８
 
工
事
請
負
費
調
べ
 
 
該
当
な
し
 

１
８
－
２
 
工
事
請
負
費
調
べ
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）
 
 
該
当
な
し
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１９ 財産に関する調べ   

（１）公有財産 

ア 土 地  該当なし  

イ 建 物  該当なし 

ウ  山   林     該当なし 

エ 不動産売却等  該当なし 

カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機）  該当なし 

キ 物 権  該当なし 

ク 無体財産権  該当なし 

ケ 有価証券  

(平成３１年３月３１日現在）   

区  分 

 

前年度末 

（数量、金額） 

本年度中 本年度末 

（数量、金額） 

法 人 名 

 

備  考 

 増 減 

有価証券 2,000,000円 0 

 

0 

 

2,000,000円 

 

株式会社日本宝くじ

システム 

 

有価証券不

所持 

 

 

   コ 出資による権利  

                  (平成３１年３月３１日現在）   

区  分 

 

前年度末 

（数量、金額） 

本年度中 本年度末 

（数量、金額） 

法 人 名 

 

備  考 

 増 減 

地方公共団

体金融機構

出資金 

49,000,000円 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

49,000,000円 

 

 

地方公共団体金融機

構 

 

 

 

 

 

 （２）金券類の受払状況 

    ア 金券の受払状況  該当なし 

 

    イ タクシーチケットの受払状況 

                                                                    （平成３１年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

20枚 0枚 
0枚 

20枚 
0円 
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（３）基 金 

（平成３１年３月３１日現在） 

種  別 

 

前年度末 

 

本  年  度  中 本年度末 

 

備考 

 増 減 

 

財政調整基金 

現金 

円 

 

4,002,464,252 

円 

 

526,314 

円 

 

0 

円 

 

4,002,990,566 

 

 

県立公共施設

等建設基金 

現金 

 

 

7,112,525,338 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

7,112,525,338 

 

減債基金 

有価証券 

[8,797,267,408] 

8,741,362,948 

[0] 

0 

[0] 

5,191,982 

[8,797,267,408] 

8,736,170,966 

 

現金 15,640,053,064 808,620,014 1,100,000,000 15,348,673,078  

大規模事業基

金 

現金 

 

 

3,630,000,000 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

3,630,000,000 

 

長寿社会対策

推進基金 

現金 

 

 

3,900,000,000 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

3,900,000,000 

 

原子力防災対

策基金 

   現金 

 

 

417,604,333 

 

 

74,881 

 

 

149,572,089 

 

 

268,107,125 

 

合計 

有価証券 

  

[8,797,267,408] 

8,741,362,948 

 

 [0] 

 

 

[0] 

5,191,982 

 

[8,797,267,408] 

8,736,170,966 

 

現金 34,702,646,987 809,221,209 1,249,572,089 34,262,296,107  

注 有価証券欄上段[ ]書きは、額面金額。下段は取得価格ベースの金額。 

 

（４）債 権  該当なし 

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ  該当なし 

２１ 借受不動産明細調べ  該当なし 

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ  該当なし 

２３ 寄附物件の受納状況調べ  該当なし 

２４ 備品の処分状況調べ  該当なし 

２５ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ  

  （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ  該当なし 

  （２）物品の照合 

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個  数 

30年6月15日 

 

無 

  

  

  

 

２６ 貸付金等状況調べ 該当なし 

 

○意見、要望等  特になし
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